
球磨村中長期財政見通し（令和8年9月）

基本的な考え方

試算方法の概要
１．歳入について

（１）村税

（２）地方交付税

（３）国県支出金

（４）村債

〇令和8年所信表明や現在の財政状況及び各種計画等を踏まえ、景気動向や地方財
政制度等から将来の収入見込みと、財政需要の中長期的な見通しを明らかにする
ことにより、各種事業の選択や公債費等の将来負担となる経費を予測し、健全な
財政運営の指針とすることを目的とする。
○改訂に当たっては、令和7年度までの決算、令和8年度予算（第2回補正まで）を
ベースとし、第3期人口ビジョンや現時点で事業費及び実施時期を見込むことがで
きる事業を反映する。
○なお、令和14年度以降は、令和13年度事業が原則継続するとみなして試算す
る。

〇個人住民税においては、令和8年度税制改正により住民税で給与所得控除が4万
円（令和9～10年度は更に5万円加算）引上げられることから、物価上昇による給
与の引上げ等も考慮し、令和9年度以降は村民税所得割額で2％（150万円）の減額
を見込んでいる。
〇法人住民税は、令和2年豪雨災害の復旧工事の影響で村外からの工事関係事業者
の参入により増加していたが、復旧復興関連の工事が減少に向かい減少傾向であ
る。一方で、宅地かさ上げ工事や引き続き引堤工事や遊水地整備工事もあるため
現状で推移すると試算。
〇固定資産税（家屋）は、令和9年度以降分について、新築軽減3年経過、優良住
宅軽減5年経過での増額分について加味する。
〇軽自動車税の環境性能割について、令和8年3月末で制度が廃止されたことから
令和9年度以降は0円とする。
〇たばこ税は、たばこの値上げや令和8年度にたばこ税率の引上げが行われている
が、令和2年豪雨災害後の災害復旧工事関係者のたばこの購入で令和4～6年度微増
したものの、復旧復興関連の工事の減少とともに今後は毎年1％の減少するものと
して試算。
〇入湯税について、令和8年度から一勝地温泉かわせみの指定管理による宿泊事業
の再開で年間2,500人の宿泊を見込んだ入湯税を計上している。

〇普通交付税は、村債元利償還金の措置分とそれ以外分に分けて試算。村債元利
償還金措置分については、令和7年度以前の起債及び令和8年度以降の起債見込額
の元利償還金に係る措置分を計上。

○特別交付税は、災害前の実績から100,000千円を基準とし、令和11年度までは中
長期派遣職員人件費等の令和2年7月豪雨災害の影響を加味して試算。

〇事業見込額を基に、歳出額に合わせた額を計上。

〇歳出額のうち、村債を財源とする事業費に合わせた額を計上。
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（５）その他

〇繰越金は令和8年度以降、単年度実質収支額が黒字の際に同額を計上。

２．歳出について
（１）義務的経費

（２）投資的経費

（３）その他経費

３．その他

試算結果を踏まえた認識

〇寄附金のうち、企業版を含むふるさと納税は令和8年度予算額で固定。

〇人件費は、令和8年度をベースとし、令和11年度までは中長期派遣職員人件費等
も加味して計上。

〇扶助費は、高齢化率の上昇が見込まれるが、人口減少の影響も踏まえ、一部事
業は減少していくと見込む。

〇公債費は、令和7年度以前の借入分については償還予定表を基に計上。今後、借
り入れる分については、見込額を計上。

〇特に、最重要課題である「ふるさと納税制度等による自主財源の確保」と「先
行投資してでも行う少子化対策」を推進するため、ふるさと納税の増加や村有林
の活用等による自主財源の確保に取組み、限られた財源を効果的に活用していく
必要がある。

○上記のほか、主に次の点に留意する必要がある。

・交付税措置率の高い過疎債や辺地債については、全国の起債要望額の増加に伴
い減額調整される可能性がある。

・人吉下球磨消防組合の中央署移設及び人吉球磨広域行政組合の次期ごみ処理場
建設に伴う負担金の増加は、現時点では事業費等が未確定であるため今回の見通
しには反映しておらず、今後の財政負担に留意する必要がある。

〇財産収入のうち、村有林の法正林化事業について、R9年度はR8年度の1.5倍、R9
年度以降は令和8年度の2倍の面積を行うものとして試算。

〇災害復旧事業費は、令和8年度以降において概算額を計上。

〇積立金は、ふるさと納税、家賃低廉化補助金残等を原資として計上。

○単年度収支が赤字となる年度は各種基金の合計額から差し引く形で調整。

〇今回の見通しでは、所信表明に掲げた施策のうち、義務教育学校一体型校舎建
設、定住促進住宅建設事業、賑わい拠点施設整備事業、、球磨村診療所運営事
業、地域支え合いセンター事業、村道渡大槻線道路拡張事業など、現時点で事業
費及び実施時期を見込むことができる事業を反映した。

〇令和2年7月豪雨災害の復旧・復興事業は令和14年度におおむね完了する見込み
である一方、義務教育学校一体型校舎や賑わい拠点等の整備に伴い、公債費は令
和15年度に1,084,396千円となり、その後も高い水準で推移する。

○所信表明の基本理念「どの地域も、誰一人取り残さない」の実現に向け、5つの
政策の柱に基づく施策を着実に進めるとともに、事業の優先順位、実施時期及び
規模を毎年度検証し、将来負担との均衡を図りながら持続可能な財政運営を行う
必要がある。

〇普通建設事業費は、現時点の各計画に基づいて見込まれる事業費を計上。維持
工事等については、必要最低限度の事業費を計上。

〇その結果、最終年度の令和18年度基金残高は1,197,455千円となり、前回見通し
（R8.2）を58,000千円ほど下回る見込みである。
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磨
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単
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③
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5,
00
0

2,
68
4

2,
68
4
①
住
ま
い
の
再
建
に
対
す
る
補
助
金
。

②
球
磨
川
流
域
復
興
基
金
、
村
災
害
復
興
基
金

③
安
全
対
策
（
県
基
金
）
人
口
流
出
対
策
（
村
基
金
）

R
4-
R8

4
総
務
木
造
仮
設
住
宅

改
修
事
業

18
5,
19
1

83
,3
34

0
32
,5
00

9,
75
0

58
,0
00

11
,3
57

21
,1
07
①
木
造
仮
設
住
宅
を
改
修
し
村
有
住
宅
を
整
備
す
る
。

②
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
、
地
方
債
（
過
疎
債
充

当
率
75
%※
５
列
目
ま
で
）

R
5-
R8

5
総
務
定
住
促
進
住
宅

建
設
工
事

42
0,
00
0

19
3,
05
0

0
16
9,
60
0

50
,8
80

0
57
,3
50

10
8,
23
0
①
定
住
促
進
住
宅
を
整
備
す
る
。
（
塚
ノ
丸
・
橋
詰
）

②
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
、
地
方
債
（
過
疎
債
充

当
率
75
%）

R8
-R
11

6
総
務
渡
地
区
復
興
ま

ち
づ
く
り
支
援

施
設
整
備
事
業

1,
37
8,
01
6

68
5,
10
0

0
68
0,
30
0

20
4,
09
0

0
12
,6
16

21
6,
70
6
①
渡
地
区
に
防
災
拠
点
施
設
を
整
備
す
る
。

②
都
市
防
災
総
合
推
進
事
業
交
付
金
、
地
方
債
（
過
疎

債
）

R
6-
R9

7
総
務

渡
地
区
復
興
ま

ち
づ
く
り
支
援

施
設
（
維
持
管

理
）

16
8,
29
1

0
0

0
0
16
8,
29
1

16
8,
29
1
①
渡
地
区
復
興
ま
ち
づ
く
り
支
援
施
設
の
維
持
管
理

R1
0-
R1
8

8
復
興
山
口
地
区
宅
地

造
成
避
難
路
整

備
事
業

35
8,
77
8

16
6,
30
3

0
16
1,
30
0

48
,3
90

0
31
,1
75

79
,5
65

①
塚
ノ
丸
団
地
の
宅
地
造
成
・
避
難
路
整
備
を
行
う
。

②
都
市
防
災
総
合
推
進
事
業
交
付
金
、
防
災
集
団
移
転

促
進
事
業
補
助
金
、
地
方
債
（
過
疎
債
、
一
般
補
助
施

設
債
）
そ
の
他
は
復
興
基
金

③
事
業
実
施
に
つ
い
て
は
、
県
が
代
行
す
る

R4
-
R8
（
繰

越
）

中
長
期
財
政
見
通
し
算
入
主
要
事
業

所
属

事
業
名

総
事

業
費

(R
7-
R1
8)

財
　
源
　
内
　
訳

事
　
業
　
の
　
概
　
要

国
庫

支
出
金

県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財

源

4



単
位
：
千
円

う
ち
交
付
税

措
置
対
象
外
額

実
質
（
起
債

償
還
後
）
一

般
財
源
負
担

額

①
内
容
　
②
財
源
　
③
そ
の
他

計
画
年
度

中
長
期
財
政
見
通
し
算
入
主
要
事
業

所
属

事
業
名

総
事

業
費

(R
7-
R1
8)

財
　
源
　
内
　
訳

事
　
業
　
の
　
概
　
要

国
庫

支
出
金

県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財

源

9
復
興
遊
水
地
整
備
公

園
（
整
備
）

90
,0
00

45
,0
00

0
45
,0
00

13
,5
00

0
0

13
,5
00
①
渡
地
区
遊
水
地
内
に
ス
ポ
ー
ツ
振
興
の
場
を
整
備
す

る
。

②
地
域
未
来
交
付
金
、
地
方
債
（
過
疎
債
）

R6
-R
14

10
保
健
遊
水
地
整
備
公

園
（
維
持
管

理
）

24
,0
00

0
0

0
0

0
24
,0
00

24
,0
00
①
遊
水
地
公
園
の
維
持
管
理

②
一
般
財
源

R
15
-

11
復
興
賑
わ
い
拠
点

（
整
備
）

1,
72
1,
00
0

83
2,
50
0

0
79
2,
50
0

23
7,
75
0

45
,0
00

51
,0
00

28
8,
75
0

①
渡
小
学
校
跡
地
周
辺
に
村
民
が
集
え
る
場
を
整
備
す

る
。

②
地
域
未
来
交
付
金
、
官
民
連
携
基
盤
整
備
推
進
調
査

費
補
助
金
、
新
し
い
地
方
経
済
・
生
活
環
境
創
生
交
付

金
、
地
方
債
（
過
疎
債
）

R7
-R
11

12
復
興
賑
わ
い
拠
点

（
維
持
管
理
）

17
5,
00
0

0
0

0
0

0
17
5,
00
0

17
5,
00
0

①
賑
わ
い
拠
点
施
設
の
維
持
管
理

②
一
般
財
源

③
令
和
12
年
度
か
ら
指
定
管
理
20
,0
00
千
円
、
公
園
管

理
5,
00
0千
円

R1
2-
R1
8

13
復
興
緊
急
ヘ
リ
ポ
ー

ト
整
備
事
業

20
0,
00
0

10
0,
00
0

0
10
0,
00
0

30
,0
00

0
0

30
,0
00
①
渡
小
学
校
跡
地
周
辺
に
緊
急
時
に
着
陸
で
き
る
ヘ
リ

ポ
ー
ト
を
整
備
す
る
。

②
地
域
未
来
交
付
金
、
地
方
債
（
過
疎
債
）

R9

14
復
興
神
瀬
簡
易
郵
便

局
建
設
事
業

16
,5
00

0
0

16
,5
00

4,
95
0

0
0

4,
95
0
①
神
瀬
郵
便
局
（
プ
レ
ハ
ブ
型
）
を
設
置
す
る
。

②
地
方
債
（
過
疎
債
）

R
8-
R9

15
保
健

地
域
支
え
合
い

セ
ン
タ
ー
設

置
・
運
営
事
業

委
託
料
（
独

自
）

14
6,
60
1

0
0

14
6,
60
0

43
,9
80

0
1

43
,9
81
①
地
域
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
の
運
用
経
費
（
国
庫
・
特

別
交
付
税
対
象
外
）

②
過
疎
債
（
ソ
フ
ト
）

R8
-R
18

5



単
位
：
千
円

う
ち
交
付
税

措
置
対
象
外
額

実
質
（
起
債

償
還
後
）
一

般
財
源
負
担

額

①
内
容
　
②
財
源
　
③
そ
の
他

計
画
年
度

中
長
期
財
政
見
通
し
算
入
主
要
事
業

所
属

事
業
名

総
事

業
費

(R
7-
R1
8)

財
　
源
　
内
　
訳

事
　
業
　
の
　
概
　
要

国
庫

支
出
金

県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財

源

16
保
健
球
磨
村
診
療
所

運
営
事
業

32
4,
19
1

0
16
,6
58

29
6,
80
0

89
,0
40

0
10
,7
33

99
,7
73
①
診
療
所
の
運
営
経
費

②
診
療
所
継
承
・
開
業
支
援
事
業
補
助
金
（
県
）
、
過

疎
債
（
ソ
フ
ト
）

R8
-R
18

17
建
設
村
道
渡
大
槻
線

道
路
拡
張
（
水

篠
地
区
）

93
,4
63

0
0

93
,4
00

18
,6
80

0
63

18
,7
43
①
村
道
渡
大
槻
線
の
道
路
拡
張

②
地
方
債

③
R8
測
量
設
計
、
R9
用
地
測
量
、
R1
0工
事

R8
-R
10

18
建
設
村
道
渡
大
槻
線

道
路
舗
装
工
事

21
1,
00
0

12
6,
00
0

0
85
,0
00

17
,0
00

0
0

17
,0
00
①
村
道
渡
大
槻
線
の
道
路
舗
装

②
道
路
整
備
事
業
交
付
金
、
地
方
債
（
辺
地
債
）

R8
-R
18

19
建
設
林
道
東
俣
線
開

設
事
業

59
4,
00
0

0
35
1,
00
0

24
3,
00
0

48
,6
00

0
0

48
,6
00
①
林
道
東
俣
線
を
開
設
す
る
。

②
森
林
・
林
業
・
木
材
産
業
基
盤
整
備
交
付
金
、
市
町

村
営
林
道
開
設
事
業
補
助
金
、
地
方
債
（
辺
地
債
）

H2
8-
R1
3

20
建
設
宅
地
嵩
上
げ
安

全
確
保
事
業

40
8,
67
5

17
8,
77
2

0
19
2,
30
0

9,
61
5

0
37
,6
03

47
,2
18

①
宮
園
、
大
坂
間
、
多
武
除
、
鵜
口
地
区
の
嵩
上
げ
を

行
う
。

②
宅
地
嵩
上
げ
安
全
事
業
補
助
金
、
地
方
債
（
災
害
復

旧
事
業
債
）

R4
-R
10

21
建
設
林
道
山
江
球
磨

線
開
設
事
業

96
,9
50

0
0

96
,9
00

19
,3
80

0
50

19
,4
30
①
林
道
山
江
球
磨
線
の
開
設
を
行
う
。
（
事
業
主
体
：

県
）

②
過
疎
債

R6
-R
21

22
教
育
義
務
教
育
学
校

一
体
型
建
設
費

3,
88
4,
00
0

1,
04
1,
11
1

0
2,
52
8,
80
0

75
8,
64
0

64
,0
00

25
0,
08
9

1,
00
8,
72
9

①
義
務
教
育
学
校
一
体
型
を
建
設
す
る
。

②
学
校
教
育
施
設
整
備
費
補
助
金

③
R8
設
計
15
7,
00
0千
円
、
地
質
調
査
12
,0
00
千
円

R1
0本
体
工
事
2,
60
0,
00
0千
円
、
監
理
30
0,
00
0、
外

構
工
事
25
0,
00
0千
円
、
給
食
調
理
場
設
計
45
,0
00
千

円
、
給
食
調
理
場
工
事
30
0,
00
0千
円

R1
3南
校
舎
解
体
22
0,
00
0千
円

R8
-R
13

6


